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 コロナ後を見据えた 

令和４年度（2022年度）予算編成にあたって

 

 

 

施策展開の３つの視点 

コロナ後を見据えたコロナ後を見据えた 

■災害への備え

・近年激甚化・頻発化している風水害や、将来発生することが予測されている首都直下

地震へ備えるため、総合防災計画の見直しを行い、備蓄や減災対策をさらに進めます。 

■だれもが地域で暮らせるように

・年齢やしょうがいの有無にかかわらず、だれもが地域で暮らしていくことができるよ

う、これまでの地域包括ケアやしょうがいしゃ支援の取り組みに加え、様々な理由か

ら生きづらさを抱えた方の支援を行います。 

■子育て・子育ち支援

・次世代を担う子どもたちが、健やかに自

分らしく育つことができるよう、市の基

本的指針として（仮称）子ども基本条例

を制定し、子育て・子育ち支援施策を一

層推進します。 

■個に応じた教育

・「非認知スキル」を伸ばす幼児教育環境

のさらなる向上や、児童生徒一人ひとり

に合わせた教育が行える環境整備に取

り組みます。 

■地域の魅力を高めるまちづくり

・国立駅周辺、富士見台地域、南部地域

のそれぞれの魅力や価値を高めるた

め、地域住民と協働したまちづくりを

進めます。

・「文教都市くにたち」のブランド価値を

さらに高めるため、文化芸術施策の推

進や、食や健康を基軸とした新たなま

ちづくりに取り組みます。 

次世代の育成 国立ブランドの向上 

安心安全の確保 

▶基本構想に掲げる基本理念「人間を大切にする」と「ソーシャル・インクルージョン」の

理念のもと、効果的に施策を推進します。

▶新型コロナウイルス感染症の感染拡大がもたらす社会経済環境変化の影響から、市民の人

権、健康、生活を守り、行政運営を持続させるために必要な対策・支援を実施します。

▶「すべての子どもが自分らしく生きられる子育ち支援」「学校教育の充実」「健康づくりの

推進及び保健と医療の連携強化」「魅力あるまちづくりの推進」「商工業振興と観光施策

による市域経済力の強化」を重点施策として優先的に投資を行います。 
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つながりがあるまちへ 

コロナ禍を乗り越えるために 

つながりあるまちへ つながりあるまちへ 

感染症 
対策 

・市民の健康と命を守るため、ワクチン接種を推進するとともに、

地域包括ケアをさらに発展させ、在宅医療専門医の指導のもと、

自宅療養支援体制の強化を図ります。

・換気、消毒、密回避等の基本的な感染対策を励行するため、公共

施設や市の事業実施において必要な対策を実施します。 

過去と未来を
つなぎ、 
持続可能な 
まちへ 

安心できる 
日常を 
取り戻す 

・次世代のまちを担う子どもたちが主体的に生きていく力を育み、

多様な世代が集い、つながり、交わる拠点となる複合公共施設

「（仮称）くにたち未来共創拠点矢川プラス」を整備します。

・歴史的建築物である旧国立駅舎や旧本田家住宅の積極的な活用を

行うとともに、南部地域の農のある原風景を保全し、後世に引き

継いでいきます。 

・時代の潮流にあわせ、学校教育や行政運営にデジタル技術を積極

的に取り入れ、自治体 DXを推進するとともに、ゼロカーボンシ

ティの実現と気候変動への対応のため、地球温暖化対策の取り組

みを強化します。 

・コロナ禍で厳しい環境に置かれながらも奮闘する市内中小事業者

を支援するため、くにたちビジネスサポートセンター「Kuni-Biz」

による伴走型経営支援や商店会等への補助を行います。 

・市民の外出・交流機会の減少により心身の健康が損なわれる懸念

があるため、きめ細かな寄り添い型の相談支援体制の充実のほか、

（仮称）健康まちづくり戦略の策定や市民・団体つながり創生事

業といった新たな試みにより、健康で自分らしく暮らせるまちを

再構築します。
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計数は表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の合計等が一致しない場合があります。 

令和４年度(2022年度)当初予算(案)の概要 

【１】財政規模 

(１)全会計当初予算の財政規模

会 計 名 令和４年度(2022年度) 令和３年度(2021年度) 増減額 増減率 

一 般 会 計 327億 4,000万円 317億 3,700万円 10億 300万円 3.2% 

特 別 会 計 153億 1,826万円 149億 9,340万円 3億 2,486万円 2.2% 

国民健康保険特別会計 70億 9,064万円 71億 1,762万円 △2,698万円 △0.4%

介 護 保 険 特 別 会 計 62億 7,043万円 60億 5,581万円 2億 1,462万円 3.5% 

後期高齢者医療特別会計 19億 5,718万円 18億 1,996万円 1億 3,722万円 7.5% 

公 営 企 業 会 計 37億 7,173万円 42億 953万円 △4億 3,781万円 △10.4%

下水道事業会計 (収入 ) 34億 7,681万円 38億 8,130万円 △4億 450万円 △10.4%

下水道事業会計 (支出 ) 37億 7,173万円 42億 953万円 △4億 3,781万円 △10.4%

合 計 518億 2,998万円 509億 3,993万円 8億 9,005万円 1.7% 

【２】一般会計予算(案)

(１)歳入

■市税は、令和３年度(2021年度)の決算見込みおよ

び現時点の景気動向等を踏まえ、４億 4,607万円

(3.0％)の増を見込んでいます。

■地方消費税交付金は、社会経済動向等により、１

億 1,300万円(7.6％)の増を見込んでいます。

■地方交付税は、引き続き普通交付税の交付団体と

なることを見込み、１億 5,000 万円(75.0％)の増

を見込んでいます。

■国庫支出金は、新型コロナウイルスワクチン接種

事業の増等により、６億 1,313 万円(11.3％)の増

を見込んでいます。

■一般会計の予算総額は、前年度に比べて 3.2％増の 327億 4,000万円となりました。

■特別会計、公営企業会計を含む全会計の歳出予算総額は、前年度に比べて 1.7％増の

518億 2,998万円となりました。

〈一般会計歳入予算(案)内訳〉 

市税

151億5674万円
46%

税連動交付金等

26億2891万円
8%

負担金・使用料・手数料

9億1962万円
3%

国庫支出金

60億2803万円
18%

都支出金

52億336万円
16%

繰入金

8億6704万円
3%

市債

13億2880万円
4%

その他

6億751万円
2%
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計数は表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の合計等が一致しない場合があります。 

■都支出金は、障害者自立支援給付費の増等がある一方、道路整備の進捗に伴う市町村土木費補

助金の減等により、183万円(0.0％)の減を見込んでいます。

■市債は、起債対象となる普通建設事業費の増等があるものの、臨時財政対策債の減等により、

3,200万円(2.4％)の減を見込んでいます。

(２)歳出(款別)

■民生費は、障害福祉サービス費の増や矢川複合公

共施設開設準備費用の増等により、４億 2,739万

円(2.6%)の増となっています。

■土木費は、道路新設改良工事の減等により、１億

378万円(3.0%)の減となっています。

■教育費は、小学校非構造部材耐震化対策工事の増

等があった一方、屋内運動場空調設備整備工事の

完了による減等により、6,736万円(2.2%)の減と

なっています。

■総務費は、個人番号カード関連事務委任にかかる

交付金が皆減となる一方、庁舎吸収式冷温水発生

機改修工事による増等により、１億 5,054 万円

(5.1%)の増となっています。

(３)歳出(性質別)

■人件費は、退職手当や期末手当の減等があった一方、

職員構成等の変動に伴う給料の増等があったことに

伴い、3,671万円(0.6%)の増となっています。

■扶助費は、生活保護関係扶助費や、障害福祉サービス

費の増等により、7,114万円(0.7%)の増となっていま

す。

■人件費、扶助費および公債費の合計である義務的経費

は、歳出全体の 56.7%を占めており、前年度(58.0%)

に比べ 1.3ポイント減少しました。

■普通建設事業費は、矢川複合公共施設の建設工事や、

小学校非構造部材耐震化対策工事などの事業におい

て前年度に比べ事業費が増加したことで、6,939万円

(3.4%)の増となっています。

■各特別会計への繰出金および公営企業会計への補助金・負担金は、下水道事業会計補助金の減

があった一方、後期高齢者医療特別会計繰出金の増等により、7,496万円(1.9%)の増となってい

ます。

〈一般会計歳出予算(案)款別内訳〉 

〈一般会計歳出予算(案)性質別内訳〉 

民生費

166億8484万円
53%

土木費

34億6742万円
11%

教育費

30億4019万円
10%

総務費

29億7590万円
9%

衛生費

20億1563万円
6%

公債費

17億5351万円
6%

消防費

10億6743万円
3%

その他

7億3207万円
2%

人件費

58億2,110万円
18%

扶助費

109億3,858万円
33%

公債費

18億182万円
6%

物件費

50億4,711万円
15%

補助費等

36億5,487万円
11%

普通建設事業費

21億4,074万円
7%

繰出金

30億3,511万円
9%

その他

3億68万円
1%
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計数は表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の合計等が一致しない場合があります。 

13,601 13,082 12,430 12,199 11,765

7,657 6,817 6,299 6,263 6,087

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H30 R1 R2 R3 R4

＜年度末市債残高の推移＞

下水道事業債

一般会計債

（百万円）

【３】基金の状況 

【４】地方債の状況 

令和３年度 

(2021年度)末 

残高見込額 

令和４年度(2022年度) 令和４年度 

(2022年度)末 

残高見込額 
取崩額 積立額 

財政調整 

基金 

19億 3,831万円 5億 4,800万円 1億 1,394万円 15億 425万円 

特定目的 

基金 

39億 1,049万円 3億 1,904万円  2,300万円 36億 1,445万円 

合計 58億 4,880万円 8億 6,704万円 1億 3,694万円 51億 1,870万円 

令和３年度(2021年度)末 

残高見込額 

令和４年度(2022年度) 令和４年度(2022年度)末 

残高見込額 借入額 償還額 

一般会計債 121億 9,881万円 13億 2,880万円 17億 6,232万円 117億 6,530万円 

建設事業債 94億 8,816万円 11億 2,880万円 12億 8,214万円 93億 3,481万円 

赤字地方債 27億 1,066万円 2億円 4億 8,017万円 24億 3,049万円 

下水道事業債 62億 6,252万円 6億 9,990万円 8億 7,516万円 60億 8,726万円 

合計 184億 6,133万円 20億 2,870万円 26億 3,748万円 178億 5,255万円 

2,273 1,993 2,183 1,938 1,504

3,629
3,715
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＜年度末基金残高の推移＞

特定目的基金 財政調整基金

（百万円）

■財政調整基金繰入金は５億 4,800万円で前年度に比べ 4,900万円(9.8%)の増となって

います。特定目的基金繰入金は３億 1,904万円で前年度に比べ２億 8,804万円(47.4%)

の減となっています。

■全基金合計の年度末現在高は、積立額より取崩額が大きいため、令和３年度(2021年

度)末現在高に比べて減少する見込みとなっています。

■過去に借入れた市債の償還額よりも借入額を抑えることで年度末残高を減少させること

ができました。
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計数は表示単位未満を四捨五入しているため、各項目の合計等が一致しない場合があります。 

主な事業 

 
新規 ：当初予算では新規で予算計上した事業。 

事業番号は、P35から記載している政策事業一覧の番号に対応しています。 
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事業 36 新型コロナウイルス感染症自宅療養支援事業 

事業 37 在宅療養専門指導医設置事業 

事業費(36) 2,281千円 

事業費(37) 1,151千円 

事業概要 

新型コロナウイルス陽性または濃厚接触者で自宅待機となり、外出することができない

方々の負担を軽減するため、パルスオキシメーターや食料品等の生活物資を自宅までお届け

します。令和３年度(2021年度)はすでに約500世帯の方が利用しています。また、保健師が

自宅療養している方やご家族の相談にのり、体調に応じて保健所や医療機関と連携し、診療

や訪問看護の調整をします。令和４年度(2022 年度)も引き続き事業を継続し、自宅療養

中の方などの不安を解消していきます。 

また、さらなる在宅療養支援の推進に向けて、市民がお住まいの地域で安心して暮らして

いけるよう、非常勤特別職として在宅療養の専門医師を市に配置し、医学的見地から専門的

な指導・助言をもらいます。新型コロナウイルス感染症により自宅療養中の方々についても、

安心して自宅で療養することができるよう、迅速な医療サポートを実施していきます。 

担当課 新型コロナウイルス感染症自宅療養支援室(内線 792) 

事業 38 新型コロナウイルスワクチン接種事業 

事業費 357,581千円 

事業概要 

新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、市民の方々に対し新型コロナウイルスワクチ

ンの接種を行っていきます。 

引き続き 12歳以上の方々への１、２回目接種と追加接種(３回目接種)を継続していきま

す。また、５歳から 11歳までの方々へのワクチン接種も進めていきます。 

担当課 新型コロナウイルスワクチン接種対策室(内線 431) 

Ⅰ．【新型コロナウイルス対策】            

 

 

 新規 

※新型コロナウイルス感染症対策基金
25,261千円(全額)を充当しています。 
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事業 54 ビジネスサポートセンター運営事業 

事業費 42,638千円 

事業概要 

令和３年(2021 年)11 月に、都内自治体初となる「ビズモデル」による産業支援施設「く

にたちビジネスサポートセンターKuni
ク ニ

-Biz
ビ ズ

」を開設しました。 

事業者等の売上向上に関する相談のなかで、コロナ禍の苦境を乗り越える知恵と工夫を一

緒に考え、継続的に支援していきます。 

担当課 まちの振興課(内線 347) 

事業 53 商店街等新型コロナウイルス感染症対策支援事業

事業費 22,389千円 

事業概要 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響を受けている市内商店街等を支援し、商

工業を活性化するための補助金を交付します。令和４年度(2022年度)も令和３年度(2021年

度)に引き続き、国立市商店街新型コロナウイルス感染症対策事業費補助金を交付し、事業

者を下支えします。 

担当課 まちの振興課(内線 348) 

▲Kuni-Bizロゴマーク。
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事業 30 学校家庭連絡システム導入事業

事業費 1,630千円 

事業概要 

学校と保護者との連絡を行うためのシステムを導入し、これまで紙を用いていた欠席の連

絡やコロナ禍で必要になった体温測定結果の連絡をスマートフォンから行えるようにし、学

校と家庭の双方の負担を軽減します。 

担当課 教育指導支援課 (内線 334) 

事業 32 オンライン家庭学習環境整備支援事業

事業費 1,734千円 

事業概要 

GIGA スクール構想の実現に向けて整備した一人一台端末をより効果的に活用し、新型コ

ロナウイルスの感染拡大状況にあっても子どもたちの学びを保障するため、家庭に端末を持

ち帰って学習することのできる環境整備を支援します。具体的には、希望者に対しモバイル

Wi
ワイ

-F i
ファイ

ルーターを貸し出します。さらに、就学援助世帯に対しては、市で契約した通信回線

と Wi-Fiルーターを併せて貸し出します。 

担当課 教育指導支援課 (内線 334) 

 

 新規 

新規 
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事業 13 子ども食堂事業補助金交付事業

事業費 6,500千円 

事業概要 

将来を担う子どもたちとその家庭が地域で孤立することなく、ふれあいや支え合いのなか

で子育てができるような地域づくりを目的として、地域における子どもの居場所づくり事業

を実施する団体等への補助を行ってきました。 

令和４年度(2022 年度)は、コロナ禍に伴い子どもたちとその家庭への食の支援の重要性

が高まっていることから、地域における子ども食堂の実施者に対する補助について、令和２

年度(2020 年度)および３年度(2021 年度)に引き続き補助上限を撤廃し、手厚い支援を行い

ます。 

担当課 児童青少年課(内線 324) 

事業 59 女性パーソナルサポート事業 

事業費 5,660千円 

事業概要 

DV 等のさまざまな理由により困難な状況におかれ、公的なセーフティネット支援が十分

に利用できない女性に対し、安心して生活できる一時的な居場所を提供するとともに、地域

で安定した生活を送るための中長期的な伴走型の自立支援を、地域の民間女性支援団体と連

携し実施します。また、コロナ禍において、さまざまな事情により相談ができない女性を支

援するため、令和３年度(2021 年度)より始めた訪問型のアウトリーチ相談支援も引き続き

実施します。 

担当課 市長室 (内線 403) 

 

 

  

【その他の事業】 

事業 130  タブレット端末及び Web会議システム導入事業 2,567千円 P28【自治体 DX】に掲載 

事業 131  テレワーク環境整備事業           1,310千円 P28【自治体 DX】に掲載 

なお、市が今後実施する新型コロナウイルス感染症対策については、感染拡大状況および社会経済状況

の変化に応じて適切なタイミングで実施できるよう、当初予算で対応できないものについては補正予算

を機動的に編成して対応していきます。 

 

 新規 
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事業 122 人権・平和のまちづくり事業 

事業費 1,095千円 

事業概要 

市では、全ての人を社会的孤立や排除から守り、社会の一員として包み支え合うソーシャ

ル・インクルージョンの理念のもと、平成 31年(2019年)４月に「国立市人権を尊重し多様

性を認め合う平和なまちづくり基本条例」を施行し、一人ひとりが個人として尊重され、基

本的な権利が保障される平和なまちづくりに取り組んでいます。 

令和４年度(2022年度)は、同条例の規定に基づき、人権・平和のまちづくりの総合的な推

進を図るための基本となる方針について検討を行います。 

担当課 市長室(内線 256・229) 

事業 60 若年層セクシュアル・マイノリティ支援事業 

事業費 5,000千円 

事業概要 

市では、これまで、誰もが自分らしく安心して暮らせるまちづくりの一環として、「国立

市女性と男性及び多様な性の平等参画を推進する条例」に基づき、セクシュアル・マイノリ

ティ当事者の方々が抱える課題の解消に取り組んできました。 

令和４年度(2022年度)は、若年層のセクシュアル・マイノリティ当事者への支援を特に強

化するため、若年層の当事者同士が交流できる居場所づくりや、中高生やその保護者等を対

象とした啓発を近隣市等と連携して実施します。 

担当課 市長室(内線 256・229) 

Ⅱ．【ソーシャル・インクルージョン】 

 

 

新規 
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事業 84 生きづらさを抱えた全世代支援事業 

事業費 14,892千円 

事業概要 

市では、孤立や経済的自立に課題を抱えている方が、地域社会の中で自己実現できるよ

う、社会参加のきっかけづくりの場を提供していきます。 

その場として、くにたち福祉会館の喫茶コーナー「わかば」などを利用し、さまざまな

地域活動等の交流の場を提供することで、本人の個別性に応じた相談支援を行い、本人の

社会参加に向けたステップアップを支援していきます。 

担当課 福祉総務課(内線 275・292) 

事業 134  証明書第三者等交付本人通知事業 

事業費 2,981千円 

事業概要 

人権尊重の観点から、第三者などに住民票の写しや戸籍謄本などを市が交付した際、事前

に登録した方に対してその旨を通知する事業を多摩 26 市で初めて実施します。第三者など

による個人情報の不正取得抑止・防止につなげ、市民の人権保護を図っていきます。 

担当課 市民課(内線 131) 

 

 

新規 

【その他の事業】 

事業 16 医療的ケア児学童保育所受入事業 2,995千円 

事業 25 インクルーシブ教育推進事業 71,702千円 P21【教育】に掲載 

事業 58 くにたち男女平等参画ステーション事業 15,534千円 

事業 59 女性パーソナルサポート事業 5,660千円 P12【新型コロナウイルス対策】に掲載 

事業 69 医療的ケア児保育受入事業 12,288千円
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事業 52 旧国立駅舎東西広場等整備事業 

事業費 8,872千円 

事業概要 

市と東日本旅客鉄道株式会社は、令和３年(2021年)３月に JR国立駅南口における用地

交換に合意しました。今後、市が取得する旧国立駅舎東西の用地を活用するため、旧国立

駅舎東西広場を整備します。 

用地交換の契約後は、旧国立駅舎東西広場を暫定的に使用するとともに、円形公園の再

整備も含めて、旧国立駅舎との調和や国立の玄関口として景観に配慮しつつ、市民が集い

来訪者を迎え、にぎわいのある駅前とするため、広くアイデアを募集していきます。 

担当課 国立駅周辺整備課(内線 382) 

事業 51 国立駅南口子育て支援施設整備事業  

事業費 8,147千円 

事業概要 

国立駅南口における用地交換後に、東日本旅客鉄道株式会社のグループ会社が開発する賃

貸住宅の一部を市が賃借し、子育て支援施設を整備します。令和４年度(2022年度)は、令和

４年(2022年)２月に策定した「国立駅南口子育て支援施設整備方針」に基づき、施設整備に

向けた設計を行っていきます。 

担当課 国立駅周辺整備課(内線 382) 

Ⅲ．【まちづくり～にぎわい・活性化～】  

】

  

▲用地交換図。 ▲旧国立駅舎東西広場のイメージ(設備 

がない状態)。

 

新規 
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事業 44 矢川駅周辺まちづくり事業 

事業費 18,550千円 

事業概要 

南武線の連続立体交差事業にあわせたまちづくりの方針である「南武線沿線まちづくり方

針」（令和４年(2022年)３月ごろ決定予定）等に基づき、駅前広場を含め矢川駅周辺地域の

整備を進めていくための調査検討を実施していきます。 

担当課 南部地域まちづくり課(内線 372) 

事業 106 農の営みが残る原風景の保全事業 

事業費 30,430千円 

事業概要 

市内の南部地域には、東西に崖
がい

線
せん

の緑がつながり、ハケ下には湧水が湧き、多摩川の豊か

な水が縦横に流れる用水路と水田や畑が広がる市の原風景が残っています。しかし近年、南

部地域は開発等によりスプロール化(無秩序な都市の拡大)が徐々に進行し、大きく様変わり

してしまいつつあります。このような状況のなかで、豊かな自然や農業、農地を中心とする

谷保村から続く原風景を市民共通の貴重な財産として後世に引き継ぐため、大切に保全して

いかなければなりません。 

そこで、市では、｢農の営みが残る原風景を保全するための基本方針｣に基づき、営農支援

による農地保全に努めることおよび緑の保全の観点から、農の営みが残る原風景を保全して

いきます。具体的な事業として、令和４年度(2022年度)には、拡張した城山公園の一部につ

いて防災井戸等、防災機能を含めた公園整備を行い、さまざまな市民に参加してもらいなが

ら、果樹や野菜、ハーブ等の栽培を通じて持続可能な社会への理解促進を図る「いただきま

すの森」事業を、引き続き展開していきます。 

担当課 環境政策課(内線 137) 

】
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事業 72 旧本田家保存活用事業 

事業費 51,722千円 

事業概要 

平成 28年度(2016年度)に市へ寄贈された本田家の主屋
しゅおく

・表門
おもてもん

は、令和２年(2020年)３

月 16日、東京都指定有形文化財(建造物)に指定されました。 

市では、旧本田家住宅および資料を後世に残し活用していくため、令和４年度(2022年度)

は引き続き解体工事を行うとともに、復元工事の実施設計を進めます。また、南部地域の歴

史文化の発信拠点として、周辺の屋敷林やちびっこ広場を含め、旧本田家住宅をどのように

活用していくか検討していきます。 

担当課 生涯学習課(内線 323) 

事業 41 (仮称)健康まちづくり戦略検討事業 

事業費 104千円 

事業概要 

これまでの市政とコロナ禍の経験を踏まえ、次の 10 年に向けて、ハード・ソフトの両面

を含めた総合的な「健康・医療・福祉のまちづくり」を推進し、「つながりのあるまち」「楽

しく喜びにあふれるウォーカブルなまち」「豊かな食と文化を志向するまち」の実現をめざ

して、「(仮称)健康まちづくり戦略」とともに必要な事業について検討していきます。 

担当課 健康増進課(☏042-572-6111) 

 

 

】

(仮称)健康まちづくり戦略の詳細は、別途添付資料をご覧ください。 

新規 
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事業 89 市民・団体つながり創生事業 

事業費 3,240千円 

事業概要 

市内には日ごろから積極的に地域で活動している市民団体や NPO法人、事業者が多数存

在しています。これらの団体等の活動を支援し、活動主体間の連携を促進することで、コ

ロナ禍によって失われつつある人と人とのつながりや交流を取り戻し、地域の活力を生む

とともに、「(仮称)健康まちづくり戦略」の実現へつなげます。 

令和４年度(2022年度)は、まず地域活動団体の実態調査に着手するとともに、これまで

に引き続き地域活動支援室の運営や地域型 SNSの普及啓発等を行います。 

担当課 まちの振興課(内線 191) 

 

】

【MEMO】 

 

【その他の事業】 

事業 45・46 南部地域整備事業 195,673千円 

事業 48 富士見台地域まちづくり事業 8,889千円 

事業 56 中小企業等 SDGs推進事業 248千円 

事業 73 文化芸術施策推進事業 3,000千円 

事業 115 都市計画道路３・４・８号線整備事業 32,000千円 

新規 
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事業２ 幼児教育推進プロジェクト事業 

事業費 25,000千円 

事業概要 

市では、令和元年(2019年)に設立した「社会福祉法人くにたち子どもの夢・未来事業団」

に「非認知スキル」向上のための保育・幼児教育の取り組みを継承し、未就園児を対象とし

たひろば事業「ここすき！」や、幼児教育環境向上のための研究・研修、幼保小連携の取り

組みを市とともに継続して実施してきました。 

令和４年度(2022 年度)はこれらの取り組みを引き続き行うとともに、幼児教育センター

を含む複合公共施設「(仮称)くにたち未来共創拠点矢川プラス」が令和５年度(2023 年度)

に開設することも見据え、市と事業団とが一体となって、国立市における幼児教育環境のさ

らなる向上に向けた事業を進めていきます。 

担当課 児童青少年課(☏042-576-2427) 

事業 10 (仮称)子ども基本条例策定事業 

事業費 120千円 

事業概要 

子どもが自分らしく健やかに育っていくためには、全ての子どもが生まれながら「あた

りまえ」に持っている権利が尊重されることが不可欠です。このことをあらためて広く示

し、大人が果たすべき役割等を規定した実効性のある市の恒久的指針として「(仮称)子ど

も基本条例」を制定します。 

令和５年度(2023年度)の施行を見据え、これまで直接聞きとってきた子どもたちの声を

しっかりと反映しながら、令和４年度(2022年度)中の制定をめざします。 

担当課 児童青少年課(内線 128) 

Ⅳ．【子育て】 
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事業 12 子ども応援事業 

事業費 100千円 

事業概要 

子どもたちを取り巻くさまざまな課題の解決や、さらなる子どもの健やかな成長のため、

既存支援の枠を超えた広く有効性のある支援を設計するにあたっては、官学民が連携して取

り組んでいくことが望ましいと考えます。このような官学民連携を実現する第一歩として、

三者一体となって顔をあわせて子どもの抱えている課題を共有し、話をしていく場として

｢(仮)子ども協議会｣を開催します。「(仮)子ども協議会」では、地域コミュニティの新たな

担い手を発掘しつつ、子どもたちをさまざまな面から応援する方法を検討していきます。 

担当課 児童青少年課(内線 198) 

事業３ 矢川複合公共施設整備事業 

事業４ 矢川複合公共施設開設準備事業 

事業費(3) 760,960千円 

事業費(4) 76,182千円 

事業概要 

現在、都営矢川北アパートの建て替えによって生じる空地に、子育て支援、多世代交流、

にぎわい創出等の機能を有する複合公共施設「(仮称)くにたち未来共創拠点矢川プラス」の

整備を進めています。施設内には児童館、子育てひろば、幼児教育センター、多目的ルーム

などを一体的に整備し、子どもから高齢者まで多世代が交流でき、まち全体ににぎわいを生

み出す施設としていきます。また、隣接する矢川保育園などとも連携し、子育ち・子育てを

総合的に支援する施設をめざします。 

令和４年度(2022 年度)は、令和５年(2023 年)４月の開設に向けて年度内に工事を完了す

るとともに、必要な備品の整備などの準備を行います。 

担当課 事業３：国立駅周辺整備課(内線 383) 

事業４：児童青少年課(内線 341) 

 

 

新規 

 新規 
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事業 33 魅力ある学校づくり事業 

事業費 3,588千円 

事業概要 

楽しい学校生活を送るための学級満足度や意欲を調査する「Q-U調査」を実施することで、

児童・生徒の状態を把握し、魅力ある学校づくり・学級運営をすすめていきます。また、教

育カウンセラーの資格を取得した教員を各小中学校１名ずつ配置し、児童生徒の抱えるさま

ざまな悩みを解決し、いじめや不登校を未然に防止できるよう取り組んでいきます。 

担当課 教育指導支援課 (内線 338) 

事業 25 インクルーシブ教育推進事業 

事業費 71,702千円 

事業概要 

市は、平成 25 年度(2013 年度)〜27 年度(2015 年度)に文部科学省のインクルーシブ教

育システム構築モデル事業として、子どもたちがしょうがいの有無にかかわらず共に学ぶこ

とのできる環境を整備し、その後も、特別支援教育指導員(スマイリースタッフ)を配置する

など、インクルーシブ教育の推進に取り組んできました。 

令和４年度(2022 年度)は、医療的ケアや校内の移動支援等を要する児童が安全に学校生

活を送るために支援を行う介助員を新たに配置し、さらなるインクルーシブ教育の推進を図

ります。 

担当課 教育指導支援課 (内線 338) 

Ⅴ．【教育】

 

新規 
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事業 23 教師用デジタル教科書購入事業 

事業費 1,788千円 

事業概要 

市では、令和３年度(2021年度)より、国の実証実験で試験的に児童生徒用のデジタル教科

書を活用しています。令和４年度(2022年度)は、引き続き実証実験を行うとともに、英語・

算数(数学)の２教科を対象として教師用のデジタル教科書を購入し、デジタル教材のさらな

る活用を図ります。 

担当課 教育指導支援課 (内線 338) 

事業 34 新給食センター整備事業 

事業 35 学校給食センター解体事業 

事業費 24,337千円 

事業概要 

市の第一・第二学校給食センターは、施設・内部設備ともに老朽化しており、新しい給食

センターの整備が必要な時期を迎えています。新給食センターの整備に向けて、｢PFI 手法

(※)｣を導入し、令和３年(2021年)７月に事業者と契約を締結しました。 

令和４年度(2022 年度)は事業者が新給食センターの建設に着手し、令和５年度(2023 年

度)２学期の新給食センターの運営開始をめざしています。また、現在の給食センターを解

体するための工事設計を行い、跡地利用についても検討していきます。 

※民間の資金や経営能力・技術力を活用して、公共施設などの設計・建設・改修・更新や維持管理・ 

運営を効率的・効果的に整備する公共事業の手法。

担当課 新学校給食センター開設準備室 (内線 325) 

 

 

 

 新規 

【その他の事業】 

事業 17 小学校校舎非構造部材耐震化対策事業 214,345千円 

事業 28 特別支援学級等開設事業 7,690千円 

事業 29 総合教育センター開設準備事業 2,380千円
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事業 78 東二丁目小規模多機能型居宅介護事業所整備事業

事業費 37,791千円 

事業概要 

市が平成 24年度(2012年度)に寄贈を受けた東二丁目土地は、寄贈者の意向および介護保

険事業計画を踏まえ、介護が必要な高齢者が、住み慣れた家・地域での生活を継続できるよ

う、利用者の状態や必要性に応じて「通い」「泊まり」「訪問」の３サービスを組み合わせて

提供できる「小規模多機能型居宅介護事業所」として利用する方針です。 

その事業所の整備にあたり、地域住民との意見交換等を行ったうえで令和元年度(2019年

度)、その事業所の運営事業者を公募により選定しました。令和３年度(2021年度)は、市の

補助のもと施設整備に着手し、令和４年度(2022年度)中の開設をめざして進めています。 

担当課 高齢者支援課(内線 159) 

事業 88 総合防災計画修正事業

事業費 2,195千円 

事業概要 

市では、市民の生命、身体および財産を災害から保護するため、「国立市総合防災計画」

を作成しています。平成 27年度(2015年度)の修正から数年が経過し、この間に生じた災害

対応における新たな取り組みや、東京都地域防災計画の見直し、新たな防災協定の締結等を

盛り込み、現状に即した計画に修正する必要があります。よって、計画を修正し、災害が起

こった際に真に機能を発揮できるようにしていきます。 

担当課 防災安全課(内線 145) 

Ⅵ．【安心・安全】 
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事業 103 しょうがい者(児)移動支援従事者養成研修受講費用助成事業 

事業費  600千円 

事業概要 

現在、しょうがい者(児)の移動支援サービスを提供するためのヘルパー人材が不足してい

ます。その解消のために、市では、東京都指定の養成講座を受講し、新たに移動支援などの

サービス提供に従事することになった方に、講座受講に要した費用を補助します。この事業

によって、移動支援のサービスを途切れることなく提供し続けられるようにしていきます。 

担当課 しょうがいしゃ支援課(内線 162) 

事業 104 しょうがい者(児)地域生活支援セーフティネット強化事業 

事業費  8,000千円 

事業概要 

国立市社会福祉協議会と連携し、介護未経験者の発掘・養成・事業所とのマッチングを一

体的に行うことで新たな福祉人材を確保し、しょうがいしゃの地域での日常生活におけるセ

ーフティネット機能を強化していきます。 

また、緊急的な事態が発生した場合でも、速やかに居宅系サービスを提供できるよう、機

動的かつ柔軟に対応できる介護専門職を確保していきます。 

担当課 しょうがいしゃ支援課(内線 162) 

事業 98 谷保駅ホームドア設置支援事業 

事業費  38,666千円 

事業概要 

JR南武線谷保駅を利用する市民が、誤って線路へ転落する事故を防ぎ、安全に鉄道を利用

できるよう、東日本旅客鉄道株式会社が実施する「南武線谷保駅ホームドア等整備事業」へ

補助します。ホームドアの設置完了は、令和４年度(2022年度)中を予定しています。 

 

 

 

 

新規 

新規 

担当課 道路交通課(内線 356)
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事業 92 再生可能エネルギー調達推進事業 

事業費 3,427千円 

事業概要 

市では、市の事務事業から排出される温室効果ガス排出量削減の取り組みの一環として、

市施設の電力調達における再生可能エネルギーの利用を推進しています。令和２年度(2020

年度)には本庁舎、令和３年度(2021年度)には市立中学校３校で使用する電力を再生可能エ

ネルギーに切り替えました。令和４年度(2022年度)は、市立小学校８校で使用する電力を再

生可能エネルギーに切り替え、さらなる温室効果ガス削減に努めます。 

担当課  環境政策課(内線 135) 

Ⅶ．【温暖化対策】 
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事業 93 自治体間連携による森林整備事業                                      

事業費 3,000千円  

事業概要 

市では、地球環境を守り、低炭素社会の実現を図るため、森林整備などを目的に創設され

た森林環境譲与税を用いて、友好交流都市協定を結ぶ北秋田市と共同で森林を継続的に整備

する事業を実施しています。本事業は、森林を整備することで温室効果ガス(二酸化炭素)の

吸収量を増やし、国立市から排出される温室効果ガスに対してカーボンオフセットとして計

上し、温室効果ガス削減に向けた取り組みを推進します。令和４年度(2022年度)は、事業費

を増額し、整備する森林面積の拡大を図ります。 

 

担当課 環境政策課(内線 135) 

 
 

 

 

 

 

 

 

事業 94 地球温暖化対策実行計画等策定事業                                      

事業費 12,000千円  

事業概要 

市では、これまで「国立市役所地球温暖化対策実行計画」「国立市域地球温暖化対策アク

ションプラン」を策定し、地球温暖化対策を推進してきました。令和４年度(2022年度)は、

国の補助金を活用し、2050 年を見据えた地域における再生可能エネルギーの導入目標の策

定を行います。これを踏まえ、令和５年度(2023年度)に、「地球温暖化対策実行計画(事務事

業編)」の改訂、「地球温暖化対策実行計画(区域施策編)」「気候変動適応計画」を策定し、

「ゼロカーボンシティ(※)」の実現に向けてより実効的な対策を推進していきます。 

※2050年温室効果ガス実質排出ゼロとすることを表明した自治体のこと。 

 

担当課 環境政策課(内線 135) 

国立市と北秋田市とは、児童交流やイベントを通じた交流を経て、平成 27年(2015年)11月に災害

時の物資の供給や職員の派遣などの相互応援についての協定を結び、その後平成 30年(2018年)10月

友好交流都市協定を結びました。これにより、北秋田市は国立市にとって初めての、包括的な協定に

基づく交流都市となりました。交流都市として、国立市の児童が北秋田市でのマタギの地恵体験学習

会に参加しているほか、「国立まと火」の開催や「天下市」に北秋田市が出展するなどの都市間交流を

進めています。 

 

 

                                      

新規 
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事業 139 行政手続きデジタル化・オンライン化事業 

事業費 16,991千円  

事業概要 

行政手続きのデジタル化・オンライン化を推進することで各種申請等手続きにおける市民

の利便性向上を図り、市役所の窓口を「書かせない」「待たせない」「混まない」を実現で

きる「スマートな窓口」としていきます。 

令和４年度(2022年度)は、行政手続きのデジタル化・オンライン化に向け、デジタルデバ

イド(※)に配慮した実行計画を策定するほか、死亡届に付随する一部手続きの申請書作成補

助システムを構築し、実証実験を行います。 

※インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる者と利用できない者との間に生じる格差。 

担当課 情報管理課(内線 244) 

Ⅷ．【自治体 DX】                          
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事業 130 タブレット端末及び Web会議システム導入事業 

事業費 2,567千円  

事業概要 

市では、庁内の会議等における紙資料の削減を図るため、平成 30年度(2018年度)にタブ

レット端末利用によるペーパーレス会議システムを整備しました。また、令和２年度(2020

年度)には新型コロナウイルス感染拡大の防止を図るため、Web 会議の開催・参加のための

システムを導入しました。 

令和４年度(2022 年度)は、増加傾向にある Web 会議のニーズへ引き続き対応していくと

ともに、タブレット端末および Web会議システムの効果や課題について評価し、今後、デジ

タル化によるペーパーレス化等をさらに推進できるよう、運用方法を検討していきます。 

 

担当課 情報管理課(内線 244) 

 

事業 131 テレワーク環境整備事業 

事業費 1,310千円 

事業概要 

新型コロナウイルス感染拡大による緊急事態宣言下での出勤抑制の経験を踏まえ、令和

２年度(2020 年度)に、緊急時の備えの一環として、タブレット端末を 55 台購入し、市の

業務のテレワーク環境の整備・運用を行ってきました。 

令和４年度(2022年度)もこの運用を継続するとともに、これまでの効果等を検証し、感

染拡大防止対応に限らず、職員の柔軟な働き方の実現や業務の効率化に向けた本格運用の

検討を行います。 

 

担当課 情報管理課(内線 244) 

 

 

 

                                     

【その他の事業】 

事業 123 市民税業務における RPA適用事業 1,370千円 

事業 133 マイナンバーカード申請等サポート事業 35,751千円 

事業 135 市税等スマホ決済対応事業 1,374千円 
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一般会計予算計数表 

【歳入】 

(単位：千円・％) 
 

令和４年度(2022 年度) 令和３年度(2021 年度) 増減額 増減率 

  構成比   構成比 

市税 15,156,736 46.3 14,710,663  46.4  446,073 3.0 

地方譲与税 122,910 0.4 111,910  0.4  11,000 9.8 

利子割交付金 18,000 0.1 20,900  0.1  △ 2,900 △ 13.9 

配当割交付金 133,000 0.4 111,000  0.3  22,000 19.8 

株式等譲渡所得割交付金 150,000 0.5 185,000  0.6  △ 35,000 △ 18.9 

法人事業税交付金 158,000 0.5 88,000  0.3  70,000 79.5 

地方消費税交付金 1,598,000 4.9 1,485,000  4.7  113,000 7.6 

自動車取得税交付金 1 0.0 1  0.0  0 0.0 

環境性能割交付金 30,000 0.1 26,000  0.1  4,000 15.4 

地方特例交付金 60,000 0.2 152,000  0.5  △ 92,000 △ 60.5 

地方交付税 350,000 1.1 200,000  0.6  150,000 75.0 

交通安全対策特別交付金 9,000 0.0 9,000  0.0  0 0.0 

分担金及び負担金 226,531 0.7 215,845  0.7  10,686 5.0 

使用料及び手数料 693,084 2.1 701,734  2.2  △ 8,650 △ 1.2 

国庫支出金 6,028,029 18.4 5,414,904  17.1  613,125 11.3 

都支出金 5,203,362 15.9 5,205,187  16.4  △ 1,825 △ 0.0 

財産収入 110,534 0.3 132,043  0.4  △ 21,509 △ 16.3 

寄附金 3 0.0 3  0.0  0 0.0 

繰入金 867,041 2.6 1,106,077  3.5  △ 239,036 △ 21.6 

繰越金 200,000 0.6 200,000  0.6  0 0.0 

諸収入 296,969 0.9 300,933  0.9  △ 3,964 △ 1.3 

市債 1,328,800 4.1 1,360,800  4.3  △ 32,000 △ 2.4 

合計 32,740,000 100.0 31,737,000  100.0  1,003,000 3.2 
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【歳出（款別）】 

(単位：千円・％) 
 

令和４年度(2022 年度) 令和３度(2021 年度) 増減額 増減率 

  構成比   構成比 

議会費 302,703 0.9 302,620  1.0  83 0.0 

総務費 3,126,438 9.5 2,975,901  9.4  150,537 5.1 

民生費 17,112,227 52.3 16,684,840  52.6  427,387 2.6 

衛生費 2,457,306 7.5 2,015,632  6.4  441,674 21.9 

労働費 3,722 0.0 3,722  0.0  0 0.0 

農林費 72,673 0.2 63,308  0.2  9,365 14.8 

商工費 203,687 0.6 185,123  0.6  18,564 10.0 

土木費 3,363,644 10.3 3,467,424  10.9  △ 103,780 △ 3.0 

消防費 1,166,007 3.6 1,067,430  3.4  98,577 9.2 

教育費 2,972,833 9.1 3,040,194  9.6  △ 67,361 △ 2.2 

公債費 1,801,818 5.5 1,753,512  5.5  48,306 2.8 

諸支出金 136,942 0.4 157,294  0.5  △ 20,352 △ 12.9 

予備費 20,000 0.1 20,000  0.1  0 0.0 

合計 32,740,000 100.0 31,737,000  100.0  1,003,000 3.2 
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【歳出（性質別）】 

(単位：千円・％) 
 

令和４年度(2022 年度) 令和３年度(2021 年度) 増減額 増減率 

  構成比   構成比 

人件費 5,821,104 17.8 5,784,392  18.2  36,712 0.6 

扶助費 10,938,575 33.4 10,867,438  34.2  71,137 0.7 

公債費 1,801,818 5.5 1,753,512  5.5  48,306 2.8 

物件費 5,047,111 15.4 4,488,045  14.1  559,066 12.5 

維持補修費 118,735 0.4 116,680  0.4  2,055 1.8 

補助費等 3,654,866 11.2 3,539,113  11.2  115,753 3.3 

普通建設事業費 2,140,741 6.5 2,071,350  6.5  69,391 3.4 

繰出金 3,035,109 9.3 2,914,278  9.2  120,831 4.1 

投資及び出資金 0 0.0 0  0.0  0 － 

貸付金 25,000 0.1 25,000  0.1  0 0.0 

積立金 136,941 0.4 157,192  0.5  △ 20,251 △ 12.9 

予備費 20,000 0.1 20,000  0.1  0 0.0 

合計 32,740,000 100.0 31,737,000  100.0  1,003,000 3.2 
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【地方消費税交付金の使途】 

 

 平成 26 年(2014 年) ４月１日および令和元年(2019 年) 10 月１日より消費税率が引き上げられたこと

に伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充

てるものとされています。 

 令和４年度(2022 年度)一般会計当初予算(案)における地方消費税交付金(社会保障財源化分)およびそ

の充当状況は、以下のとおりです。 

 

【歳入】 

地方消費税交付金(社会保障財源化分)                     971,000 千円 

【歳出】 

地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる社会保障施策に要する経費  17,817,194 千円 

 

 

事業区分 

令和４年度

(2022年度) 

予算額 

財源内訳 

特定財源 一般財源 

国庫支出金 都支出金 地方債 その他  
うち消費税率

引き上げ分 

社
会
福
祉 

障害者福祉事業 4,018,319 1,565,001 1,352,938 0 11,000 1,089,380 131,326 

高齢者福祉事業 308,221 647 93,352 0 40,128 174,094 20,987 

児童福祉事業 6,498,793 1,785,796 1,709,890 17,600 325,140 2,660,367 320,709 

生活保護事業 2,332,757 1,695,144 51,896 0 40,000 545,717 65,787 

その他社会福祉事業 342,827 115,877 66,917 0 4,403 155,630 18,761 

小計 13,500,917 5,162,465 3,274,993 17,600 420,671 4,625,188 557,570 

社
会
保
険 

国民健康保険事業 1,046,162 41,704 114,601 0 0 889,857 107,273 

介護保険事業 1,118,010 36,581 18,290 0 0 1,063,139 128,162 

後期高齢者医療保険事業 874,427 0 101,241 0 0 773,186 93,208 

小計 3,038,599 78,285 234,132 0 0 2,726,182 328,643 

保
健
衛
生 

疾病予防対策事業 547,256 52,059 123,005 0 2,144 370,048 44,610 

その他保健衛生事業 608,012 356,256 23,657 0 17,227 210,872 25,421 

小計 1,155,268 408,315 146,662 0 19,371 580,920 70,031 

その他 122,410 0 0 0 0 122,410 14,756 13,701  

合計 17,817,194 5,649,065 3,655,787 17,600 440,042 8,054,700 971,000 

※児童福祉事業には、母子福祉事業を含みます。 

※その他には、地方公務員等共済組合法に基づく負担金のうち、基礎年金拠出金および育児休業手当金を計上していま

す。 

 

 

(単位：千円) 
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【都市計画税の使途】 

 

  都市計画税は、都市計画事業または土地区画整理事業に要する経費に充てられる目的税です。 

 令和３年度(2021 年度)から税率引き下げ(0.27％→0.26％(令和 3 年度のみ 0.25％))を行っています。 

なお、一般会計当初予算(案)における都市計画税の充当状況は、以下のとおりです。決算において生

じた余剰金は国立市都市計画事業基金に積み立て、今後予定される都市計画事業に充当していきま

す。 

 

【歳入】 

都市計画税         1,246,647 千円 

【歳出】 

都市計画事業に要する経費  2,066,395 千円 

 

 

事業区分 

令和４年度

(2022年度) 

予算額 

財源内訳 

特定財源 一般財源等 

国庫支出金 都支出金 地方債 その他  
うち都市計画

税充当分 

都
市
計
画
事
業 

街路事業 32,000 0 0 0 0 32,000 32,000 

公園事業 30,000 0 22,500 0 0 7,500 3,500 

下水道事業 833,295 75,565 3,778 674,900 0 79,052 66,400 

小計 895,295 75,565 26,278 674,900 0 118,552 101,900 

地
方
債
償
還
額 

一般会計 214,537 0 0 0 0 214,537 214,537 

下水道事業会計 956,563 0 0 0 0 956,563 560,694 

小計 1,171,100 0 0 0 0 1,171,100 775,231 

合計 2,066,395 75,565 26,278 674,900 0 1,289,652 877,131 

※一般財源等には、都市計画事業基金繰入金を含みます。 

 

都市計画税収入 1,246,647 

過充当額 369,516 

 

 

(単位：千円) 
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30,430

107

17,342

108

29,000

109

4,920

110

3,078

111

3,830

112

376

113

1,000

114

179,000

115
3 4 8

32,000

116

3,424

117

6,141

118

7,282

119 PR

768

120

1,131

121 PR

252

344,237
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122

1,095

123
RPA

1,370

124 3

2,000

125

732

126

1,571

127

109

128

450

129

150

130
Web

2,567

131

1,310

132

395

133

35,751

134

2,981

135

1,374
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136

2,873

137

1,574

138

2,648

139

16,991

140

1,595

141

880

142

3,923

143

4,259

144

4,160

145

117,326

146

7,700

147

8,993

148

15,709

149

4,774

150

7,699

252,959

3,303,866
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